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利用状況調査に係るデータの蓄積および公開方法について 

 

 

1. 現状 

長期モニタリングのために収集された利用状況調査等のデータは、会議資料や事業報告

書としてとりまとめられ、知床データセンターに PDF 等の形式で公開されている。しかし、

編集可能なデータベースの形式では整理・公開されておらず、オープンデータとしての体裁

が整っていない状況である。ここでは、利用に関するモニタリングデータを２次利用が可能

な形式で蓄積・公開し、行政関係者や研究者、メディア、コンサルタント、学生等の幅広い

対象が利活用できる「オープンデータ化」のあり方を検討する。 

 

 

2. 基本的な考え方 

デジタル庁では、官民データ活用推進基本法に基づき、国、地方公共団体及び事業者が保

有する官民データのうち、国民誰もがインターネット等を通じて容易に利用（加工、編集、

再配布等）できるよう、次のいずれの項目にも該当する形で公開されたデータをオープンデ

ータと定義しており、これを満たす形式で公開することを基本方針とする。 

 営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能なルールが適用されたもの 

 機械判読に適したもの（CSV や XML 等のフォーマット等） 

 無償で利用できるもの 

(参考) 

 

  

官民データ活用推進基本法 第十一条 抜粋（平成 28 年 12 月 14 日公布・施行） 

（国及び地方公共団体等が保有する官民データの容易な利用等） 

第十一条 国及び地方公共団体は、自らが保有する官民データについて、個人及び法人の

権利利益、国の安全等が害されることのないようにしつつ、国民がインターネットその他

の高度情報通信ネットワークを通じて容易に利用できるよう、必要な措置を講ずるものと

する。 

 

資料５ 
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3. データ公開の方法 

① データの整理とフォーマット 

過年度の利用状況調査のモニタリングデータを特定のフォーマットで構造化・データベ

ース化し、CSV 形式で整理のうえ web サイトに公開する。データベースは単独のファイルに

まとめることが可能であり、データの更新も容易である。CSV でデータを公開することによ

り、機械判読に適した二次利用が可能なデータとして提供が可能となる。 

 

知床半島利用状況調査（モニタリング項目 No21 ）のデータベース（イメージ） 

 

 

② BI ツールによる地図やグラフでの可視化 

オープンデータの公開にあたっては、データをグラフや地図上で可視化するダッシュボー

ドなどの BI（ビジネスインテリジェンス）ツールを活用する例もある。こうしたインタラ

クティブな web 分析ツールなどの導入は、相応の費用や管理が必要と考えられるため、オー

プンデータが充実した後の検討課題としたい。 

③ 公開する web サイト 

知床世界自然遺産に関する情報を集約・公開している「知床データセンター1」にアップ

ロードすることが望ましい。知床データセンターには、[TOP＞調査研究＞モニタリング]の

メニューがあるが、現在この階層はほとんど更新されていない状況である。公開にあたって

は、このページの整理と併せ、利用許諾のポリシーを明示することが望ましい。また、オー

プンデータの所在をまとめた「データカタログサイト（参考事例③）」への掲載も検討する。 

 
1 https://shiretokodata-center.env.go.jp/index.html 
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知床データセンター＞調査研究＞モニタリングのページ現況 

 
4. 公開に関する課題 

① 公開データの範囲 

利用状況調査（モニタリング No21）に加え、他のモニタリン項目のデータも対象とする

か検討が必要。エコツーリズム WGが担当する他の調査や会議議事録などのテキスト中心の

データは、PDF 形式で公開されている。 

② データ提供元の許諾 

利用状況調査（モニタリング No21）のデータの一部は、民間事業者や関係行政機関等か

ら提供を受け、調査の目的に即して加工・編集しているものであり、オープンデータ化にあ

たっては、データ提供者の許諾について検討が必要である。 

② 利用の条件 

オープンデータは、データの公開だけでなく広く二次利用を認める必要があり、あらかじ

め利用条件を定める必要がある。オープンデータの利用規約として、インターネット時代に

おける著作権ルールであるクリエイティブ・コモンズ・ライセンス（CC BY）や、各府省ウ

ェブサイトで公開されているコンテンツを対象とした「政府標準規約（2.0 版）」が利用許

諾の統一ルールとして整理されており、これに準拠した利用規約を整理する必要がある。 

＊最終更新年 2007 

＊最終更新年 2009 

＊更新停止中 
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5. オープンデータ参考事例 

①「NPS Stats」 

運営：アメリカ合衆国国立公園局（URL：https://irma.nps.gov/Stats/） 

内容：米国国立公園の利用者統計が公開されている。Webサイトに公開されているデータを

特定の形式にダウンロードすることが可能である。利用者数のみならず、さまざまな

主題のデータがオープンデータとして公開されている。 

 

  

https://irma.nps.gov/Stats/
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②「北海道オープンデータポータル」 

運営：北海道（URL：https://www.harp.lg.jp/opendata/） 

内容：北海道と道内の市町村（一部を除く）のデータの利活用環境の整備を目的としたポー

タルサイト。データカタログとして、 XLSX を公開している。データを閲覧する際は、

「プレビュー」「DL」から選択が可能。 

 

  

https://www.harp.lg.jp/opendata/
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③「e-Gov データポータル」 

運営：デジタル庁（URL：https://data.e-gov.go.jp/info/ja） 

内容：「e-Gov データポータル」は、中央行政のオープンデータをカタログ化して紹介して

いる。 

 

 

https://data.e-gov.go.jp/info/ja
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